
 

 

 一概には言えませんが，相手方から示された回答期限は必ずしも守る必要はない

ケースがほとんどです。一般論としては，しっかり準備して合理的期間内に回答す

れば十分です。 

 もっとも，合理的期間を超えて回答が遅れると訴訟や労働審判を申し立てられて

しまう可能性が高まりますので，合理的期間内に回答する必要はあります。回答の

準備に時間がかかるようでしたら，その旨事前に連絡してから回答を準備すること

が望ましいところです。 

 2 週間という期間であれば，回答に要する合理的期間内と評価できるケースが多

いのではないでしょうか。 
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Ｑ403．会社を辞めた社員の代理人弁護士から内容証明郵便が届き，7

日以内に回答するよう要求されていますが，今が会社の繁忙期という

こともあり，間に合いそうもありません。2週間後の回答では遅過ぎ

ますか。 


